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日本の地方公共団体を主体とするシンボルマークによる地域性の表出とその造形
―市町村の自治体紋章を中心として

柳橋達郎

　「地域とデザイン」が結び付けられる昨今の社会状況にあって，「地域イメージ」を形成するためのコン

テンツづくりが各地で繰り広げられている。また「地域ブランド」として，地域を拠り所とした価値の再構

築が盛んになっている。では，デザインによる地域性の表出は，過去から現在に至るまで，普遍的な主題

によって展開されてきたのか，また時代性を帯びたものであったのか。

　そうしたイメージの変遷を巡って，「地域性の表出とその図案化」を主題とし，そのイメージの源泉を「自

治体紋章」に求めたのが本論文である。日本の地方自治制度における市町村という結び付きは，「市町村

大合併」によって幾度となく再編成を余儀なくされた。地域住民にとってのアイデンティティである「郷土」

が塗り替えられることにもなった。

　日本の地方自治制度の枠組みが構築されるとともに，「自治体紋章」という新しいグラフィックデザイン

のジャンルが誕生したのが明治時代である。1888（明治21）年に市制町村制が公布され，「明治の大合

併」を迎えたことで，日本の近代地方自治制度が確立し，自治体紋章の歴史が始まった。さらに1953（昭

和28）年，町村合併促進法の施行による「昭和の大合併」を経ることで，自治体紋章は最盛期を迎えた。

そして，自治体紋章は市町村のシンボルとして，全ての自治体が制定すべきものになった。さらに，1999

（平成11）年を起点とする「平成の大合併」によって，日本の地方自治体は半減した。これによって，膨大

な数の自治体紋章がその役目を終えることになった。それとともに，デザイン様式の変化が顕著な，平成

期の自治体紋章が混在する状況になった。

　地方公共団体を主体に論じるのは，自治体の象徴として在り続けた自治体紋章が，地域を表出する造

形が施されたシンボルマークとして貴重な資料であり，そこに地域デザインの根源を見たからである。

　本論文は，日本の自治体紋章を中心として，地域性を表出するルーツを系統立てて論じただけでなく，

造形的観点からシンボルマークの図案構成に言及し，その方法論と時代性を結び付けた。そして，日本の

グラフィックデザイン史において，これまで詳細な先行研究のなかった「自治体紋章」というジャンルの

存在を明確に示し，その成立から確立に至る過程をグラフィックデザインの視点を絡めて体系化した。本

論文の成果と意義がそこにある。論文の構成を追って，四つの観点から，その特徴を整理する。

　第一に，1915（大正４）年に出版された『都市の紋章：一名・自治体の徽章』（近藤春夫編，行水社）が，

市制町村制施行以降の自治体紋章黎明期において啓蒙書の役割を果たしたことに着目した。また，本書

を自治体紋章研究の根拠としたことで，本論文によってその学術的価値を指摘した。

　第二に，明治期から昭和期における日本の自治体紋章を三つの期間に区分し，その変遷を造形的観点

から捉え考察を加えた。特に，仮名や漢字をモチーフに文字を構成要素とする「文字型」図案をその対象

とし，各時代の特徴的な造形方法を抽出した。第Ⅰ期（1889-1914）は自治体紋章の黎明期，第Ⅱ期

（1915－1945）は都市における紋章の概念が浸透し，その様式が確立されていく時代であった。第Ⅲ期

（1946－1992）では，昭和の大合併と相俟って，全国規模で大量の紋章制定が進められた結果，造形表

現が定型化し，画一的なデザインが誕生することとなった。そうした自治体紋章図案の変遷を体系的に

まとめた結果，紋章図案の骨格を担う造形モチーフが，時代とともに移り変わってきたことを確認した。

　第三に，自治体紋章が成立し，発展する過程で，自治体紋章が地方自治において果たす象徴性と，地

域イメージの表出がリンクし，図案の造形に投影されるようになったことを明らかにした。そして，時代性

を内包した図案モチーフと造形方法が確立したことを，紋章図案の由来と図案構成の分析を基礎に論証

した。

　第四に，自治体紋章における地域性を象徴する図案モチーフとして，「地域固有シンボル」の存在を取

り上げ，それを四つのカテゴリーに体系化した。そして，「地域固有シンボル」のモチーフ表現によって表

出される地域固有性と，「地域固有シンボル」の該当地域における普遍性との関連について，都道府県を

含む事例によって方向付けた。また普遍的な象徴性を生み出すモチーフには，それを支える土壌が必要

であるということを，「静岡県」と「滋賀県」のシンボルマークに特化し結論づけた。

　こうした点において，本論文は独自性を発揮した。自治体紋章は，時代性を備えたシンボルマークで

あったといえ，日本のシンボルマークデザインの一系譜として，また地域を象徴するシンボルマークの

ルーツとして，その歴史的意義と価値を提示するものである。

場合，必然的に色ごとに分離し，独立した形態の組み合わせで考案されることが多くなる。そのため，各

カラーに意味づけが施されることになるが，太陽，空，水，海，緑，大地など自然を表す内容や，それに伴

う抽象的なイメージに集中しがちである。そうした実体のないイメージもカラーによって象徴化が可能な

ため，具象的な図案が減少することにも繋がっている。単色図案の減少によって，単体の図案や一続きの

形態，一体型の図案が誕生しにくい状況にあることは確かである。

　また，図案制作の手法が，定規とぶん回しによる作図からコンピュータグラフィックスの時代に遷移し

たことによって，図案の幾何学性の面で転換が見られる。自由度の高い形態を組み合わせることによっ

て，図案の重心の位置や全体のバランスが変化し，正円や正方形の枠内で平衡を保っていた「紋」の安定

性から逸脱する表現も見受けられる。そうした平成期の自治体紋章を特徴付ける図案の形状とコンセプ

ト，カラー展開を軸に，自治体紋章が転換期にあることを考察する。

図案の形状とコンセプト

　本項では，鹿児島県の新自治体紋章を事例とし，昭和期までに制定された自治体紋章との変化を含

み，その図案の傾向を検証する。平成の大合併により，鹿児島県の市町村は96市町村から43市町村ま

で減少している。その内，20市町が新規図案を採用し，県内ではおよそ半々の割合で新旧の図案が混在

している状態である。図1-22は，20例の平成の図案と，昭和期以前に制定された現存する市章６例（鹿

児島市・鹿屋市・枕崎市・阿久根市・西之表市・垂水市）を制定年代順に提示したものである。

　平成期とそれ以前の紋章とを比較したときに，まず目につくのが形状の違いである。図案の構成およ

び造形方法は第２章以降で論じるテーマであるため，本項では概略のみ述べるに留めておくが，紋章の

外郭は円，三角形，四角形，六角形，八角形，菱形，扇形等，さまざまな形状で象られてきた。特に家紋の

流れを組む円に収める構成が，その多くを占めた。平成期の紋章にも円を基調とする事例は見られるが，

その数は減少傾向にあり，円の形態もこれまでの環状のデザインから面状のデザインへと変化している。

また，パースをつけた奥行きのある形状が出現するのも特徴である。完全なシンメトリー，鏡映対称の構

成はほとんど見られなくなり，動的な印象を与える曲線の多用が目立つ。それが，紋章図案の重心とバラ

ンスの変化を生んでいる。ただ，シンボルマークとしての用途を勘案すると，正方形の枠から大きく逸脱

するようなものは，未だこの分野では選定されることはない。

　

　その他，幾何学的な特徴では，「小円」というモチーフが誕生したことが挙げられる。複数の独立した

パーツの組み合わせ型が定着するのと同時に，その一要素として，独立した小さな円が選択されるように

なった。鹿児島市の20例の内でも，10例（図1-23）に小円の利用が確認できる。　

　「小円」に込められた意味をコンセプトから抽出すると，太陽が日置市，奄美市，さつま町，長島町，肝

付町の５例，加えて錦江町は「夕陽に映える町の景色29」としていることから，これも太陽モチーフの一つ

と考えられる。人をイメージしているのが，いちき串木野市と志布志市であり，奄美市は太陽を表現する

一方で人の意味も込める。異なる表現では，曽於市が全体を花のモチーフとし，円で「豊富な実り30」を

表し，霧島市は自然・風景をモチーフに，海の波頭を表すために小円を使用した。昭和期までにも，円を

太陽と見なす表現は見られたが，紋章全体や環状の外枠が対象となるなど，図案全体に占めるサイズは

より大きなものが中心だった。文字の変形による場合は，「日」を象形文字に見立てた円形表現が多用さ

れた。また，放射状の日足の表現も伝統的に用いられている。

　平成期には，「太陽」や「人」を小円で表す手法の隆盛を指摘できる図案構成が登場した。それは，文字

の変形による図案において，文字の要素と無関係に小円が配置される図案が散見されるようになったこ

とにある。鹿児島県の事例からは，日置市，いちき串木野市，肝付町などが該当する。昭和期の場合，基

本的に図案構成の基礎となる字形のみで造形される。図1-22に示した鹿屋市，西之表市，垂水市は文

字要素のみの構成である。対して，日置市以下３市町の造形には，それぞれ「ひ」「K」「い・く」の文字を図

案化したパートに，円形が加えて配置されていることがわかる。全体の配置バランスからも，小円を構成

要素の一つに見越した造形法と捉えられる。各図案の考案者は異なり，平成期の型として，特徴的に出

現した表現といえる。

　新自治体紋章は，全国の自治体が公募方式を採用し，募集要項はフォーマット化され，そこに自治体に

よる差異はほぼないといえる。薩摩川内市（図1-24）では，「“地域力”が奏でる“都市力”の創出」をまち

づくりの基本理念としている薩摩川内市にふさわしい「市章」の図案31，南さつま市（図1-25）は「地域躍

動・きらめく『南さつま』～人間・人・文化を育み，みんなでつくる誇りとぬくもりのまち～」をまちづくり

の将来像としている南さつま市にふさわしい市章の図案32を公募すると規定した。新市の基本理念や将

第１章  自治体紋章の成立

1-1. 自治体紋章と市町村大合併　

　1888（明治21）年に市制町村制が公布され，日本の地方自治制度の枠組みが形成された。そして，今

日に至る都道府県及び市町村を基礎とした地方自治体制が敷かれた。翌年の４月１日には，全国で31市

が誕生した最初の市制が施行され，それを嚆矢とした「明治の大合併」によって全国規模の町村合併が

押し進められた１。

　自治体紋章は，これまで明治，昭和，平成と三度の市町村大合併を契機として，全国規模で制定されて

きた。本論文では，1889（明治22）年を日本における自治体紋章の起点として捉える。それは，「市」の誕

生が「市章」という新たなシンボルを掲げる契機となり，地域を象徴する一つのデザインジャンルの確立

に至ったためである。

　日本の自治体紋章の変遷において，一つの到達点となったのは昭和期であった。「明治の大合併」以

降，昭和初期までは，自治体紋章を有した自治体は「市」を中心とした一部の都市に限られていた。しか

し，昭和20年代後半から30年代に実施された「昭和の大合併」を経ることで，「市」に加え「町村」でも次々

と自治体紋章の制定に着手するようになった。そのため，急激に自治体紋章の数は増え続けた。昭和中

後期は，ほぼ全ての市町村に自治体紋章が出揃い，自治体紋章の最盛期となった。

　「平成の大合併」以降は，膨大な数の紋章がその役割を終え，自治体紋章図案の転換期を迎えている。

1999（平成11）年３月末時点で3,232を数えた市町村は，現行で1,718市町村２となり，およそ半減した。

そして，「平成の大合併」以降，新規に制定された自治体紋章は全国で424例を数えている。つまり，自治

体紋章の四つに一つが，平成期の新しい図案を採用している現状がある。

　第１章では，自治体紋章の成り立ちを精査する。特に，1889（明治22）年を起点とする明治期の自治

体紋章を巡る状況についてまとめ，本論文の導入として提示する。

1-2. 自治体紋章の制定

『都市の紋章』と自治体紋章制定の動機

　1915（大正４）年，東京朝日新聞の記者であった近藤春夫は，全国地方自治体の紋章を紹介する『都

市の紋章：一名・自治體の徽章』（以下，『都市の紋章』）を上梓した。本書は，近藤が東京朝日新聞紙上

で執筆した連載記事「都市の紋章」を補筆したものである。新聞広告に「此種紋章唯一の参考書３」と銘

打ったように，自治体紋章を題材にした本邦初の書籍であった。全国各地の人口１万人を基準に選出し

た自治体から，93例の紋章が収録されている。紋章ごとに制定の動機や図案解説を著し，編者の視点か

ら批評が加えられた。日本紋章学の大家，沼田頼輔らが寄稿することで，紋章学の観点や学術的視点も

備え，自治体紋章を基に時代の趨勢を読み解く一冊になっている。

　『都市の紋章』からは，自治体紋章制定に関する当時の社会的状況が確認できる。以下に，賛辞として

法学博士・井上友一（1915年７月，第21代東京府知事就任）が寄せた文章を引用する４。

　

　外国の自治団体には古くより紋章の制定あるを聞く，我邦には徳川時代稀に之れを存するの

都会等なきに非ざりしと雖も殆ど皆無と云うの優れるに若かざるものあり。僅かに明治二十年

以後に至り諸方面の自治体に於て之れを制定するものあるを見るに至りたる有様にして現今に

ても尚お〔ママ〕数万乃至十数万の人口を有する都市にして紋章を有せざるものさえあり。

　明治20年以後とは，まさに市制町村制施行によって日本に地方自治制が導入されて以降を指す。江戸

期において「すでに町紋や百姓の団体紋まであった５」ことは事実であるが，この記載から，市制町村制

の施行によって都市における紋章制定の気運が高まりはじめたことが理解できる。

　自治体紋章が制定された動機・契機について，『都市の紋章』に一部記載がある。一つには，８市町が

理由に挙げた紋章の必要性が生じたことが大きい。大宮町（静岡県）では，「善行者表彰の際贈呈する品

物に文字を其儘書いては体裁が悪るい〔ママ〕から町紋を付けなければならぬ6」と説明され，紋章の効

果を踏まえつつも，権威を象徴する印として扱われていた（図1-1）。一方，長崎市では，「市を表示すべき

種々の場合に便利なる為め7」に紋章を制定し，その記号性を呈した（図1-2）。これらの事例からは，自

治体紋章に象徴的価値を求める姿勢に加え，実用的価値を認めていたことが読み取れる。近藤は，自治

体紋章を「町村役場，郡市役所等に於て衛生，教育，収税，土木，水道，下水，掃除，軍事，消防等各種の

方面に活動する際使用する8」ものとして位置付けている。また，井上は「功労者を表彰する場合の褒状，

記念品，役場の印刷物，公用器具等9」に自治体紋章を付けることで体裁を良くできるとした。このように，

紋章の取扱い方の面では，自治体間で価値を共有し，共通の認識下で制定の流れができあがっていった

と見られる。

　次に，二つ目の動機となったのは記念事業である。土崎港町は「海港300年祭記念事業」，徳島市は「置

市20周年記念事業」と内外に向けた記念性が高いが，札幌区は「区勢調査執行記念」となり，行政色が

垣間見える（図1-3, 4, 5）。また福岡市と前橋市は，共進会開催に伴う制定となった（図1-6, 7）。催事の

シンボルマークとして意図されたものではなく，開催都市として体面を保つ上で，紋章の必要性に迫られ

た形での制定と考えられる。その他，熊本市では「日露戦争凱旋祝賀」，川越町では「大正第一次陸軍特

別大演習」の挙行に当たり，自治体紋章を整えることになった（図1-8, 9）。このような時代背景も，紋章

制定の契機の一つになっていた。現代では都市の誕生と合わせて制定される自治体紋章であるが，明治・

大正期においては，都市の誕生から紋章の制定まで時間を要した事例が多く，上記の事由の元，徐々に

定着していくこととなった。

　そうした社会状況下で，近藤の試みは世間に自治体紋章の存在とその価値を周知させた。近藤の新聞

連載は，1914（大正３）年10月20日から翌２月27日まで110編に達した。ただし，掲載番号が一部重

複したため，最終回の表記は109回になっている10。第１回の東京市に始まり，第92回の羅馬市からは

海外都市の紋章も紹介した。その結果，「紋章を新聞に連載せられてより現に東京付近にても八王子町の

如き急に町紋の意匠募集を初め〔ママ〕たる実例も有11」と報告されたように，新聞メディアの持つ影響

力は大きかった。また，近藤は新聞連載の結びで，「之が動機となって自治体紋章流行の機運を促進する

に至るべき事は今より予じめ〔ママ〕期して待つべきである12」と締めくくっていた。そうした企図により『都

市の紋章』は編纂され，自治体紋章の啓蒙書として，また手引書として社会に反響を与えた。

　本論文では，明治・大正期における自治体紋章の背景を知る基礎資料として『都市の紋章』を取り扱う。

本書は自治体紋章の時代性を確証づける貴重な文献である。なお，資料に則した自治体区分の表記とし

たため，現行で「市」の自治体も「町」と表記している場合があることを補足しておく。

自治体紋章図案の懸賞募集

　近藤は「各種紋章を通覧して」と題し，編者の視点から自治体紋章を総評した。そして，紋章図案を以

下のように「手段」「由来」「模様」の三つの視点で系統立てた13。

其一　手段　第一　懸賞募集　第二　個人の考案　第三　団体的の立案

其二　由来　第一　旧藩主の紋章　第二　新規の作製　第三　右二者の折衷

其三　模様　第一　文字の組合せ　第二　物品の標出　第三　右二者の混淆

　ここで注目すべき点は，「懸賞募集」が手段の第一項目に挙げられたことである。『都市の紋章』は大正

初期の出版であるが，「近頃紋章を定める自治体は大概懸賞募集の方法を取って居る様だ14」とあり，自

治体紋章誕生から20年余りで図案公募が定着してきたことが窺える。大都市が図案公募を実施したこ

とは，少なからずそうした大勢に影響を与えていたといえる。

　1891（明治24）年，京都市は懸賞募集によって自治体紋章の図案を採択した。この分野における図案

の公募は京都市（図1-10）が最古の事例とされ，「市章の公募計画は，日本の都市として極めて卒先〔マ

マ〕した試みであった15」と評されている。その選考過程は図案の発表とともに新聞記事で公表された。

そこには，「委員の選抜せし廿種の図案に就き一々点数を付し平均点の最多きものを取ることとし点数の

投票を行いし処（中略）最高点にて之を採用する16」と記載され，図案決定までの過程は，平成の時代に

行われた内容と大差はなかったと見られる。図案考案者が大阪府の福本甕男であったことから，応募資

格は少なくとも地域住民だけに限定されたものではなかった。なお，賞金には十円が贈られた。

　当時は，まだ行政情報を発信する広報誌が存在しなかった時代であり，一般大衆に懸賞募集を周知さ

せるために新聞社が担った役割は大きかった。能代港町（図1-11）では，地域紙を発行していた北羽新

報社が主催となり，懸賞募集を主導した。審査委員は同新聞社，町長，学校長，町有志等によって構成さ

れ，1914（大正３）年，町民考案の図案に決定した。人口２万人の地方都市でも，こうした町を挙げて紋

章制定に取り組む姿があり，自治体紋章の全国的な広がりが確認できる。

　近藤は，自治体紋章が「多くの人の知識を借りて快よく制定すべき性質を持って居る」とし，「公衆に布

告」して多くの図案を審査することは一つの手段であると述べた17。また，良い図案を作る上で「歓迎す

べき現象だ」と肯定している18。こうした図案の公募は，大正期にはポスターや雑誌の表紙をはじめ，着

物や建築図面，切手など多岐に渡る分野で既に市民権を得たものとなっていた。特に紋章図案について

は，特殊な技能を持たずとも応募できる分野であり，ある種，娯楽的要素も内包していたといえる。

　ただし，明治時代の自治体紋章公募は，自治体が想定したように順調に展開したわけではなかった。

明治に制定された大阪市（図1-12），名古屋市（図1-13），神戸市（図1-14）の各自治体紋章は，「懸賞

募集」を実施したものの応募図案からの決定には至らなかった。大阪市の場合，一旦は大阪朝日新聞紙

上において，大阪天満宮の梅鉢紋に因んだと思しき「多分之に決するならん19」図案が公開されたが，そ

れにも関わらず立ち消えになった。再び調査委員会による紆余曲折があり，大阪市は最終的に水路を意

味する澪標紋に決定した。名古屋市についても，尾張徳川家の合印に用いられた丸八の紋を襲用するこ

ととなり，神戸市のみが，市長に一任された結果，扇港（神戸港）の呼び名に因んだ独自の図案を採用し

た。大阪市が1894（明治27），名古屋市と神戸市が1907（明治40）年の制定であった。

　次に挙げる2例は，図案の最終選考過程において東京美術学校が関わった事例である。1906（明治

39）年制定の津市（図1-15），1909（明治42）年制定の福岡市（図1-6）は，それぞれ最終決定を東京

美術学校図案科，同校「教諭和田榮作氏外二氏20」に一任した。津市の図案考案者・森田庄三郎は後に，

津市におぼろタオル会社を設立した実業家であった。また，福岡市の全国募集に対しては応募案が

1,000点を超えたように，世間の関心の高さが窺えた。東京美術学校という図案教育の最前線にあった

機関が評価を下したことから，自治体紋章図案の指針となり，他の自治体にも影響を与えたであろうこと

は想像に難くない。

　なお，『都市の紋章』に掲載された93の紋章から公募を確認できたものは，取り上げた京都市をはじ

め，岡山市，米沢市，静岡市等を含む15市町である。ここから「昭和の大合併」に向けて図案公募方式は

隆盛し，自治体紋章制定のより一般的な過程になっていった。

自治体紋章図案の考案者

　次に，「第二 個人の考案」「第三 団体的の立案」と「手段」の他の項目についても考察する。まず，『都市

の紋章』を資料に，自治体紋章の図案考案者について整理する。なお，「其二 由来」「其三 模様」の項目は，

自治体紋章図案の構成とともに第２章で詳述する主題である。

　懸賞募集を除くと，図案の考案者は市町村の行政機関に従事する者によって多くの図案が考案されて

おり，その内訳は首長が８例，吏員・書記・参事委員で５例，市会・町役場の立案が３例，紋章委員によ

るものが２例である。紋章の選定機関が地方行政機関であるため，特別な記載がないものは，同様に役

場や委員によって考案されたと見るのが妥当である。中でも，時の市長・町長らが図案を手掛けていた事

例が幾つもあり，自治体紋章の制定が地方自治において肝要な位置づけであったことが窺える。例えば

旭川町（図1-16）は，町長奥田千春による考案21であるが，図案制定の契機が「東宮行啓記念」であった。

町長自らが考案することによって，記念性をより高める効果があったと見られる。

　行政機関の従事者以外では，教員・校長，技師，画家，図案家，住職，工学博士，物産陳列館長等の肩

書きを持つ地域に関連する人物や有志が図案を手がけていた。

　新潟市（図1-17）の考案者，新潟県物産陳列館長・長谷川鋓之允は，東京工業学校工業教員養成所

本科工業図案科の卒業生である22。長谷川は工業技師として新潟県に着任しているが，生まれは島根県

であり，土着の人物ではない。陳列館は総則において，「本県当業者ノ産業上必要ナル図案調製ノ依頼ニ

応スルコト」を一つの機能として位置づけている23。この場合の図案は工業図案を指すが，地域産業発展

の観点から，市の紋章にも地域性の演出を加えることが期待されての人選と推測できる。

　新潟市の事例を含め，画家，図案家，技師らが紋章制作を担ったのは，技能的な面への習熟が一つの

決め手になっていたといえる。画家では，やはり松山市出身の下村為山が，松山市の図案（図1-18）を考

案した。校長・住職は地域の歴史や文化に深い造詣もあり，地域を統べる人物でもあったといえ，自治体

紋章を考案するのに適した人選であった。

　また，都城町（図1-19）の考案者，工学博士・須田利信は造船技術者であり，日本郵船会社の副社長

を務めた人物である。財界人として多くの書籍にも取り上げられた人物であり，そのような地元出身の名

士に図案考案を依託することで，紋章に一種の権威づけを施し，市民の容認も得やすくしたものと見ら

れる。

　『都市の紋章』には未収録であるが，同時期の1907（明治40）年に制定された宇治山田市（図1-20）

の紋章は，東京美術学校図案科教授を務めた福地復一が手がけた24。さらに1917（大正６）年制定の福

山市（図1-21）では，建築家武田五一が公募の審査を担当した25。また，図案の考案者は，京都高等工芸

学校助教授の職に就いていた間部時雄であった26。このように，当時デザイン教育の最中にあった人物

たちが自治体紋章の制定に携わっていたが，両市は福地，武田それぞれの出身地である。図案を請け負っ

た人物たちは，郷土のデザインであったからこそ，郷土への思いを図案に投影していたといえる。

　このように自治体紋章が社会に浸透し，図案に対する概念が一般化する過程において，紋章図案の考

案はその土地に精通したものたちの手によって創成されてきた一面があった。このことは，地域性を表出

する動機の内，「郷土愛」という最も根源的な部分が自治体紋章成立の背景に存在したことを表している。

　内務省地方局・平井良成の弁に「市町村の形式的方法として一の紋章を制定するときは市町村住民は

自己の属する市町村の紋章を視るとき胸中には必ず市町村なる観念を生じる27」とある。また，「市町村の

紋章が其住民の胸中に市町村なるものの写出の標目となる28」とした。自治体紋章に対して，市町村の観

念と地方自治の精神を視覚的に補完する役割を期待し，また，それを担うものとして推奨していたことが

見て取れる。そうした自治体紋章の存在意義をどのように捉えたのかという点で，各自治体の考案の手段

を知ることは重要である。特に「昭和の大合併」以降では図案公募が主体となるため，図案考案者の選定

は，自治体紋章黎明期である明治・大正期の特徴的事象といえる。その人選は，自治体紋章成立の根幹

に影響を与え，その後の発展に向けた指針を形作るものであった。

　地方自治の萌芽とともに，社会的なデザインとして，自治体紋章はその役割を担ってきた。その図案が

果してきた役割や用途は，平成期に至るまで，根本的な部分での大きな変化は生じていない。しかしなが

ら，自治体紋章図案の観点からは，転換期を迎えているのが平成期のデザインである。まず，それらを概

観することで，本論文の方向性を明確にする。

1-3. 平成期の自治体紋章

平成期自治体紋章の概説

　自治体紋章を新しく制定する一つの契機は，市町村合併であり自治体名の変更である。1999（平成

11）年４月１日に，兵庫県篠山市が多気郡４町の合併により誕生した。これが，日本で３度目の大規模市

町村合併となった「平成の大合併」の起点となる。以後，2006（平成17）年を最盛期とし，市町村の総数

は1,718（平成28年10月10日現在）まで減少した。地域住民にとって，市町村合併による大きな変化

の一つが自治体名称の変更である。1950 年代をピークとした「昭和の大合併」からは，新自治体名の公

募が実施されるようになった。この命名が発端となって，自治体合併に至らないケースも起こり，それは

平成期でも繰り返された地域住民のアイデンティティやルーツに関わる重要な争点であった。

　ここで平成期に制定された図案を概観し，自治体紋章の現況について論じる。平成の合併によって制

作された新自治体紋章は，全国で424例を数える。これは現在の市町村の４分の１の数に当てはまる。

都道府県別に見ると，鹿児島県が最多で20例，大阪府，神奈川県は新規の図案はなく，東京都は１例の

みである。町制から市制へ移行した自治体や，小さな町や村が市に編入され，元の市名を継続するような

場合は，新規の紋章制定に至らないケースもある。そのため，単純に合併数に比例して，新市章が誕生し

たわけではない。

　平成期の図案は，公募による選定が一般的である。その募集要項においては，特に色数について，通常，

地色を含めた４色以内と規定される。グラデーション表現が採用されないため，多色展開による図案の

1

来像がそのまま募集要項に記載される形になるが，抽象的で漠然とした言葉からイメージされる自治体

紋章は，汎用的な意匠となりやすい。また，普遍的な自然をコンセプトに描くことが必然的に増加し，全

国的な傾向として，他の自治体で採用されても大差ないような事例が数多く登場することになった。昭和

の大合併においても，同様に大量の図案が同時期に制定されたため，画一化した図案が散見された。こ

こに，公募形式の弊害が浮かび上がっている。

　平成期に制定された424例の図案について，公開された図案考案者の情報を整理した結果，複数の自

治体紋章をデザインした人物が少なくとも28名に上ることが分かった33。３例以上が13名，最大一人で

9例をデザインした人物もいる。昭和期にも同様に複数の自治体紋章が同一人物によって手掛けられて

きたが，全体数の関係上，平成期の方がその影響は大きい。デザイナーの造形スタイルが反映されること

で，自治体紋章全体に均質な印象をもたらす一つの要因になっている。先例に倣う形での定型化した公

募方法は，図案選考にも画一的な評価基準をもたらす。流行の図案として，型にはまった図案を評価し選

択するかどうかは，各市町村のスタンスの分かれるところであろう。

図案のカラー展開

　鹿児島県の20例についてカラー展開を確認すると，２色展開による事例が４例，３色展開による事例

が16例となり，実にその８割が３色の構成を採用している。図案にカラー面の重なりを適用すると，紋章

を単色利用する際に境界が不明瞭になってしまい，図案のイメージが異なって見える可能性がある。従っ

て，紋章内で個々のパーツが重なり合わないように配置される傾向は強い。「小円」のイメージでも触れ

たように，太陽は一つのメインモチーフとなっているが，そのイメージをカラー変換すると，「赤」「橙」「黄」

の暖色系統に定まってくる。そうしたカラーイメージの特性を利用することで，モチーフを具象化せず，カ

ラーによるイメージ化を意図した図案になる。

　その一方で，色ごとに図案の要素が分離しているため，各色の面積の比率が比較的均等に割り振られ

ている。また，要素の形状と色の関連性が低く，同一形状の塗り分け等も見られる。自治体を象徴するカ

ラーが複数になることで，色によるアイデンティティが分散した印象になっていないかという点が指摘で

きる。暖色の「小円」がアクセントカラーとして使用されている点も，図案が一様化する一つの要因である。

　このカラー展開が導入されたことが，昭和期までの自治体紋章との最大の違いの一つになる。平成期

の自治体紋章424例の色数を調査した結果，３色が208例，２色が150例，１色が65例，加えて４色が

１例である。3色展開だけで49.1%になり，圧倒的に多色図案が占めている（図1-26）。昭和期までの自

治体紋章にも２色展開，３色展開は皆無ではなかったが，全体に占める割合は僅かであり，基本的には

単色の展開を想定した構成になっている。赤を主体とする太陽のイメージ，青系統のカラーで表現される

空や水に関連するイメージ，緑系統のカラーで表現される山や森，大地，田園などの自然イメージと図案

が多色展開になったことで，赤・青・緑を中心とした３色展開が固定化する傾向にある。鹿児島県の事例

だけでも，暖色系・青系・緑系の３色による組み合わせで構成された図案が7例数えられる。図案の形状

に加え，カラーイメージも似通った展開例が多く採用されることで，フォーマット化した量産型デザイン

となっている感は否めない。

自治体紋章の存在意義

　型にはまった表現がある一方で，平成期図案の潮流に乗らなかった自治体がある。津和野町（島根県）

は，同町出身の画家・安野光雅がデザインを手掛けた（図1-27）。町章は曲尺と巴によって，石見地方の

「石」が描かれ，「日本の伝統的な意匠である家紋風34」のデザインに仕上げられている。カラーは黒一色

で，純日本的な趣きを一層，演出している。自治体紋章の原点に戻ったような展開は，象徴としてあるべ

き姿を問い直す試みであった。この事例では，「歴史と文化の薫る日本のふるさと」と表する津和野町の

雰囲気を伝えるために，最適な方法を選択したといえる。町と一体感があり，相互作用をもたらすような

表現は，自治体紋章の象徴性を高めてくれる。

　近年では，自治体紋章に対し，新しいコミュニケーションシンボルを導入する自治体が増加している。

自治体紋章の使用実態について，引き続き鹿児島県を事例に，現行の県内43市町村のウェブサイトを確

認した。その結果，9市町村で自治体紋章と異なるシンボルマークが主として取り扱われていた。全て，昭

和期までに制定された自治体紋章を保有する自治体である。

　鹿屋市は「かのやブランド創出プラン」に基づくシンボルマークの制定で，「かのやブランドロゴマーク」

としてブランド確立に向けた情報発信に活用されている（図1-28）。また，西之表市は市制施行50周年

記念を契機に制定され，市をPRし，市内外に対するイメージ発信に対応するマークである（図1-29）。

西之表市におけるシンボルマークと市章との使途の違いを見ると，市章は「本市を象徴するものとして，

公式行事や表彰状，委嘱状などに使用35」すると指定されている。両市とも，地域発信を強化する目的で

新たなシンボルマークをメインシンボルに掲げている。従来の市章の役割では，PRの側面を支持するに

至らず，マーク間の棲み分けが前提になっている。ただし，都市の全国的な知名度や自治体紋章の浸透

率に左右されるといえ，無計画にシンボルマークを増やしても焦点がぼやけてしまうため，導入には明確

な目的が必要である。

　そうした状況下にあって，今後，自治体紋章は旧来の役割に留まることなく，自治体が求めるコミュニ

ケーションシンボルとしての役割を兼ね備えたもの，またはよりコミュニケーションに重点を置いたデザ

インへと移行する可能性がある。ツルを具象的に図案化した出水市の市章デザインは，そうした方向性に

準ずる一例といえる（図1-30）。出水市は，「鹿児島県のツルおよびその渡来地」として特別天然記念物に

指定されており，観光資源としてもツルの存在をPRする意図が見える。図案の型は，円形を基調とした

紋の体裁を踏襲するものであるが，地抜きの表現を採用することで色面のカラーが映える構成になって

いる。

　このように一部では，新時代の自治体紋章を模索する動きが見られる。しかし，自治体紋章の存在意

義が問われる情勢にある中，平成期の図案は規格化された造形表現の枠に収まり，個性の埋没を看過す

る風潮があった。図案のデザインは時代を映し，自治体と自治体紋章の関係性，自治体紋章の社会にお

ける在り方について，潜在的に問題提起を繰り返しているのである。

1-4. 自治体紋章研究の目的
　「平成の大合併」以降，自治体紋章図案の転換期を迎えたというのは，昭和期までに制定された大量の

自治体紋章が姿を消し，新旧の図案が入リ混じった状態であることと，デザイン面での転換の意味を含

んだ。そのため，平成期の紋章とそれ以前の紋章とを比較研究するためには，明治期から昭和期までを

一連の大きな纏まりとして解し，自治体紋章の歴史を明らかにする必要がある。

　そうした背景から，本論文では明治期から昭和期の間で制定された自治体紋章を研究対象に，造形的

観点から図案の変遷を辿る。各時代に表れた傾向や特徴から造形方法を抽出するとともに，その表現に

見る時代的特性を明らかにすることを研究目的とし，日本のグラフィックデザイン史におけるマークデザ

インの一系譜として，自治体紋章図案を考察したい。各地方自治体がその制定に込めた思いも含め，表

舞台から消えた大量の自治体紋章を過去の遺産の如く，日の目を見ない状況に置くことは，図案研究の

側面からも損失に他ならないと考える。

　自治体紋章は，市町村大合併の度に全国規模で同時多発的に，且つ目的を同じくしてデザインされて

きた。このことは，図案の比較対照を可能とし，時代の変遷に沿った図案研究資料としての有用性を示唆

するものである。

　また，地域活性化，地方創生が唱えられる昨今の社会状況において，新しいコミュニケーションシンボ

ルの導入を図る自治体が増加し，自治体紋章の在り方自体が問われる時機に差し掛かっているのではな

いだろうか。一方で，平成期の自治体紋章図案については，デザインの観点から特徴的な変化を見せた

が，そのコンセプトを含め，やや画一化した方向へ進み，均質な印象を与える。また，自治体に特化した

シンボルマークとして，自治体紋章ならではの造形表現が追究されることなく，一般的なシンボルマーク

と大差ないデザインに落ち着いているという見方もできる。本論文は，自治体紋章の原点とこれまでの歴

史を紐解き，自治体紋章の図案に焦点を当てる。造形の時代性は，図案のモチーフにも投影されることに

なる。社会状況を勘案しても，「地域性」というキーワードは，これからの自治体紋章の進展に必要な要素

となるだろう。地域を表象するデザインの先例として，自治体紋章を見直す価値は十分に見出せる。
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学位論文要約

日本の地方公共団体を主体とするシンボルマークによる地域性の表出とその造形
―市町村の自治体紋章を中心として

柳橋達郎

　「地域とデザイン」が結び付けられる昨今の社会状況にあって，「地域イメージ」を形成するためのコン

テンツづくりが各地で繰り広げられている。また「地域ブランド」として，地域を拠り所とした価値の再構

築が盛んになっている。では，デザインによる地域性の表出は，過去から現在に至るまで，普遍的な主題

によって展開されてきたのか，また時代性を帯びたものであったのか。

　そうしたイメージの変遷を巡って，「地域性の表出とその図案化」を主題とし，そのイメージの源泉を「自

治体紋章」に求めたのが本論文である。日本の地方自治制度における市町村という結び付きは，「市町村

大合併」によって幾度となく再編成を余儀なくされた。地域住民にとってのアイデンティティである「郷土」

が塗り替えられることにもなった。

　日本の地方自治制度の枠組みが構築されるとともに，「自治体紋章」という新しいグラフィックデザイン

のジャンルが誕生したのが明治時代である。1888（明治21）年に市制町村制が公布され，「明治の大合

併」を迎えたことで，日本の近代地方自治制度が確立し，自治体紋章の歴史が始まった。さらに1953（昭

和28）年，町村合併促進法の施行による「昭和の大合併」を経ることで，自治体紋章は最盛期を迎えた。

そして，自治体紋章は市町村のシンボルとして，全ての自治体が制定すべきものになった。さらに，1999

（平成11）年を起点とする「平成の大合併」によって，日本の地方自治体は半減した。これによって，膨大

な数の自治体紋章がその役目を終えることになった。それとともに，デザイン様式の変化が顕著な，平成

期の自治体紋章が混在する状況になった。

　地方公共団体を主体に論じるのは，自治体の象徴として在り続けた自治体紋章が，地域を表出する造

形が施されたシンボルマークとして貴重な資料であり，そこに地域デザインの根源を見たからである。

　本論文は，日本の自治体紋章を中心として，地域性を表出するルーツを系統立てて論じただけでなく，

造形的観点からシンボルマークの図案構成に言及し，その方法論と時代性を結び付けた。そして，日本の

グラフィックデザイン史において，これまで詳細な先行研究のなかった「自治体紋章」というジャンルの

存在を明確に示し，その成立から確立に至る過程をグラフィックデザインの視点を絡めて体系化した。本

論文の成果と意義がそこにある。論文の構成を追って，四つの観点から，その特徴を整理する。

　第一に，1915（大正４）年に出版された『都市の紋章：一名・自治体の徽章』（近藤春夫編，行水社）が，

市制町村制施行以降の自治体紋章黎明期において啓蒙書の役割を果たしたことに着目した。また，本書

を自治体紋章研究の根拠としたことで，本論文によってその学術的価値を指摘した。

　第二に，明治期から昭和期における日本の自治体紋章を三つの期間に区分し，その変遷を造形的観点

から捉え考察を加えた。特に，仮名や漢字をモチーフに文字を構成要素とする「文字型」図案をその対象

とし，各時代の特徴的な造形方法を抽出した。第Ⅰ期（1889-1914）は自治体紋章の黎明期，第Ⅱ期

（1915－1945）は都市における紋章の概念が浸透し，その様式が確立されていく時代であった。第Ⅲ期

（1946－1992）では，昭和の大合併と相俟って，全国規模で大量の紋章制定が進められた結果，造形表

現が定型化し，画一的なデザインが誕生することとなった。そうした自治体紋章図案の変遷を体系的に

まとめた結果，紋章図案の骨格を担う造形モチーフが，時代とともに移り変わってきたことを確認した。

　第三に，自治体紋章が成立し，発展する過程で，自治体紋章が地方自治において果たす象徴性と，地

域イメージの表出がリンクし，図案の造形に投影されるようになったことを明らかにした。そして，時代性

を内包した図案モチーフと造形方法が確立したことを，紋章図案の由来と図案構成の分析を基礎に論証

した。

　第四に，自治体紋章における地域性を象徴する図案モチーフとして，「地域固有シンボル」の存在を取

り上げ，それを四つのカテゴリーに体系化した。そして，「地域固有シンボル」のモチーフ表現によって表

出される地域固有性と，「地域固有シンボル」の該当地域における普遍性との関連について，都道府県を

含む事例によって方向付けた。また普遍的な象徴性を生み出すモチーフには，それを支える土壌が必要

であるということを，「静岡県」と「滋賀県」のシンボルマークに特化し結論づけた。

　こうした点において，本論文は独自性を発揮した。自治体紋章は，時代性を備えたシンボルマークで

あったといえ，日本のシンボルマークデザインの一系譜として，また地域を象徴するシンボルマークの

ルーツとして，その歴史的意義と価値を提示するものである。

場合，必然的に色ごとに分離し，独立した形態の組み合わせで考案されることが多くなる。そのため，各

カラーに意味づけが施されることになるが，太陽，空，水，海，緑，大地など自然を表す内容や，それに伴

う抽象的なイメージに集中しがちである。そうした実体のないイメージもカラーによって象徴化が可能な

ため，具象的な図案が減少することにも繋がっている。単色図案の減少によって，単体の図案や一続きの

形態，一体型の図案が誕生しにくい状況にあることは確かである。

　また，図案制作の手法が，定規とぶん回しによる作図からコンピュータグラフィックスの時代に遷移し

たことによって，図案の幾何学性の面で転換が見られる。自由度の高い形態を組み合わせることによっ

て，図案の重心の位置や全体のバランスが変化し，正円や正方形の枠内で平衡を保っていた「紋」の安定

性から逸脱する表現も見受けられる。そうした平成期の自治体紋章を特徴付ける図案の形状とコンセプ

ト，カラー展開を軸に，自治体紋章が転換期にあることを考察する。

図案の形状とコンセプト

　本項では，鹿児島県の新自治体紋章を事例とし，昭和期までに制定された自治体紋章との変化を含

み，その図案の傾向を検証する。平成の大合併により，鹿児島県の市町村は96市町村から43市町村ま

で減少している。その内，20市町が新規図案を採用し，県内ではおよそ半々の割合で新旧の図案が混在

している状態である。図1-22は，20例の平成の図案と，昭和期以前に制定された現存する市章６例（鹿

児島市・鹿屋市・枕崎市・阿久根市・西之表市・垂水市）を制定年代順に提示したものである。

　平成期とそれ以前の紋章とを比較したときに，まず目につくのが形状の違いである。図案の構成およ

び造形方法は第２章以降で論じるテーマであるため，本項では概略のみ述べるに留めておくが，紋章の

外郭は円，三角形，四角形，六角形，八角形，菱形，扇形等，さまざまな形状で象られてきた。特に家紋の

流れを組む円に収める構成が，その多くを占めた。平成期の紋章にも円を基調とする事例は見られるが，

その数は減少傾向にあり，円の形態もこれまでの環状のデザインから面状のデザインへと変化している。

また，パースをつけた奥行きのある形状が出現するのも特徴である。完全なシンメトリー，鏡映対称の構

成はほとんど見られなくなり，動的な印象を与える曲線の多用が目立つ。それが，紋章図案の重心とバラ

ンスの変化を生んでいる。ただ，シンボルマークとしての用途を勘案すると，正方形の枠から大きく逸脱

するようなものは，未だこの分野では選定されることはない。

　

　その他，幾何学的な特徴では，「小円」というモチーフが誕生したことが挙げられる。複数の独立した

パーツの組み合わせ型が定着するのと同時に，その一要素として，独立した小さな円が選択されるように

なった。鹿児島市の20例の内でも，10例（図1-23）に小円の利用が確認できる。　

　「小円」に込められた意味をコンセプトから抽出すると，太陽が日置市，奄美市，さつま町，長島町，肝

付町の５例，加えて錦江町は「夕陽に映える町の景色29」としていることから，これも太陽モチーフの一つ

と考えられる。人をイメージしているのが，いちき串木野市と志布志市であり，奄美市は太陽を表現する

一方で人の意味も込める。異なる表現では，曽於市が全体を花のモチーフとし，円で「豊富な実り30」を

表し，霧島市は自然・風景をモチーフに，海の波頭を表すために小円を使用した。昭和期までにも，円を

太陽と見なす表現は見られたが，紋章全体や環状の外枠が対象となるなど，図案全体に占めるサイズは

より大きなものが中心だった。文字の変形による場合は，「日」を象形文字に見立てた円形表現が多用さ

れた。また，放射状の日足の表現も伝統的に用いられている。

　平成期には，「太陽」や「人」を小円で表す手法の隆盛を指摘できる図案構成が登場した。それは，文字

の変形による図案において，文字の要素と無関係に小円が配置される図案が散見されるようになったこ

とにある。鹿児島県の事例からは，日置市，いちき串木野市，肝付町などが該当する。昭和期の場合，基

本的に図案構成の基礎となる字形のみで造形される。図1-22に示した鹿屋市，西之表市，垂水市は文

字要素のみの構成である。対して，日置市以下３市町の造形には，それぞれ「ひ」「K」「い・く」の文字を図

案化したパートに，円形が加えて配置されていることがわかる。全体の配置バランスからも，小円を構成

要素の一つに見越した造形法と捉えられる。各図案の考案者は異なり，平成期の型として，特徴的に出

現した表現といえる。

　新自治体紋章は，全国の自治体が公募方式を採用し，募集要項はフォーマット化され，そこに自治体に

よる差異はほぼないといえる。薩摩川内市（図1-24）では，「“地域力”が奏でる“都市力”の創出」をまち

づくりの基本理念としている薩摩川内市にふさわしい「市章」の図案31，南さつま市（図1-25）は「地域躍

動・きらめく『南さつま』～人間・人・文化を育み，みんなでつくる誇りとぬくもりのまち～」をまちづくり

の将来像としている南さつま市にふさわしい市章の図案32を公募すると規定した。新市の基本理念や将

第１章  自治体紋章の成立

1-1. 自治体紋章と市町村大合併　

　1888（明治21）年に市制町村制が公布され，日本の地方自治制度の枠組みが形成された。そして，今

日に至る都道府県及び市町村を基礎とした地方自治体制が敷かれた。翌年の４月１日には，全国で31市

が誕生した最初の市制が施行され，それを嚆矢とした「明治の大合併」によって全国規模の町村合併が

押し進められた１。

　自治体紋章は，これまで明治，昭和，平成と三度の市町村大合併を契機として，全国規模で制定されて

きた。本論文では，1889（明治22）年を日本における自治体紋章の起点として捉える。それは，「市」の誕

生が「市章」という新たなシンボルを掲げる契機となり，地域を象徴する一つのデザインジャンルの確立

に至ったためである。

　日本の自治体紋章の変遷において，一つの到達点となったのは昭和期であった。「明治の大合併」以

降，昭和初期までは，自治体紋章を有した自治体は「市」を中心とした一部の都市に限られていた。しか

し，昭和20年代後半から30年代に実施された「昭和の大合併」を経ることで，「市」に加え「町村」でも次々

と自治体紋章の制定に着手するようになった。そのため，急激に自治体紋章の数は増え続けた。昭和中

後期は，ほぼ全ての市町村に自治体紋章が出揃い，自治体紋章の最盛期となった。

　「平成の大合併」以降は，膨大な数の紋章がその役割を終え，自治体紋章図案の転換期を迎えている。

1999（平成11）年３月末時点で3,232を数えた市町村は，現行で1,718市町村２となり，およそ半減した。

そして，「平成の大合併」以降，新規に制定された自治体紋章は全国で424例を数えている。つまり，自治

体紋章の四つに一つが，平成期の新しい図案を採用している現状がある。

　第１章では，自治体紋章の成り立ちを精査する。特に，1889（明治22）年を起点とする明治期の自治

体紋章を巡る状況についてまとめ，本論文の導入として提示する。

1-2. 自治体紋章の制定

『都市の紋章』と自治体紋章制定の動機

　1915（大正４）年，東京朝日新聞の記者であった近藤春夫は，全国地方自治体の紋章を紹介する『都

市の紋章：一名・自治體の徽章』（以下，『都市の紋章』）を上梓した。本書は，近藤が東京朝日新聞紙上

で執筆した連載記事「都市の紋章」を補筆したものである。新聞広告に「此種紋章唯一の参考書３」と銘

打ったように，自治体紋章を題材にした本邦初の書籍であった。全国各地の人口１万人を基準に選出し

た自治体から，93例の紋章が収録されている。紋章ごとに制定の動機や図案解説を著し，編者の視点か

ら批評が加えられた。日本紋章学の大家，沼田頼輔らが寄稿することで，紋章学の観点や学術的視点も

備え，自治体紋章を基に時代の趨勢を読み解く一冊になっている。

　『都市の紋章』からは，自治体紋章制定に関する当時の社会的状況が確認できる。以下に，賛辞として

法学博士・井上友一（1915年７月，第21代東京府知事就任）が寄せた文章を引用する４。

　

　外国の自治団体には古くより紋章の制定あるを聞く，我邦には徳川時代稀に之れを存するの

都会等なきに非ざりしと雖も殆ど皆無と云うの優れるに若かざるものあり。僅かに明治二十年

以後に至り諸方面の自治体に於て之れを制定するものあるを見るに至りたる有様にして現今に

ても尚お〔ママ〕数万乃至十数万の人口を有する都市にして紋章を有せざるものさえあり。

　明治20年以後とは，まさに市制町村制施行によって日本に地方自治制が導入されて以降を指す。江戸

期において「すでに町紋や百姓の団体紋まであった５」ことは事実であるが，この記載から，市制町村制

の施行によって都市における紋章制定の気運が高まりはじめたことが理解できる。

　自治体紋章が制定された動機・契機について，『都市の紋章』に一部記載がある。一つには，８市町が

理由に挙げた紋章の必要性が生じたことが大きい。大宮町（静岡県）では，「善行者表彰の際贈呈する品

物に文字を其儘書いては体裁が悪るい〔ママ〕から町紋を付けなければならぬ6」と説明され，紋章の効

果を踏まえつつも，権威を象徴する印として扱われていた（図1-1）。一方，長崎市では，「市を表示すべき

種々の場合に便利なる為め7」に紋章を制定し，その記号性を呈した（図1-2）。これらの事例からは，自

治体紋章に象徴的価値を求める姿勢に加え，実用的価値を認めていたことが読み取れる。近藤は，自治

体紋章を「町村役場，郡市役所等に於て衛生，教育，収税，土木，水道，下水，掃除，軍事，消防等各種の

方面に活動する際使用する8」ものとして位置付けている。また，井上は「功労者を表彰する場合の褒状，

記念品，役場の印刷物，公用器具等9」に自治体紋章を付けることで体裁を良くできるとした。このように，

紋章の取扱い方の面では，自治体間で価値を共有し，共通の認識下で制定の流れができあがっていった

と見られる。

　次に，二つ目の動機となったのは記念事業である。土崎港町は「海港300年祭記念事業」，徳島市は「置

市20周年記念事業」と内外に向けた記念性が高いが，札幌区は「区勢調査執行記念」となり，行政色が

垣間見える（図1-3, 4, 5）。また福岡市と前橋市は，共進会開催に伴う制定となった（図1-6, 7）。催事の

シンボルマークとして意図されたものではなく，開催都市として体面を保つ上で，紋章の必要性に迫られ

た形での制定と考えられる。その他，熊本市では「日露戦争凱旋祝賀」，川越町では「大正第一次陸軍特

別大演習」の挙行に当たり，自治体紋章を整えることになった（図1-8, 9）。このような時代背景も，紋章

制定の契機の一つになっていた。現代では都市の誕生と合わせて制定される自治体紋章であるが，明治・

大正期においては，都市の誕生から紋章の制定まで時間を要した事例が多く，上記の事由の元，徐々に

定着していくこととなった。

　そうした社会状況下で，近藤の試みは世間に自治体紋章の存在とその価値を周知させた。近藤の新聞

連載は，1914（大正３）年10月20日から翌２月27日まで110編に達した。ただし，掲載番号が一部重

複したため，最終回の表記は109回になっている10。第１回の東京市に始まり，第92回の羅馬市からは

海外都市の紋章も紹介した。その結果，「紋章を新聞に連載せられてより現に東京付近にても八王子町の

如き急に町紋の意匠募集を初め〔ママ〕たる実例も有11」と報告されたように，新聞メディアの持つ影響

力は大きかった。また，近藤は新聞連載の結びで，「之が動機となって自治体紋章流行の機運を促進する

に至るべき事は今より予じめ〔ママ〕期して待つべきである12」と締めくくっていた。そうした企図により『都

市の紋章』は編纂され，自治体紋章の啓蒙書として，また手引書として社会に反響を与えた。

　本論文では，明治・大正期における自治体紋章の背景を知る基礎資料として『都市の紋章』を取り扱う。

本書は自治体紋章の時代性を確証づける貴重な文献である。なお，資料に則した自治体区分の表記とし

たため，現行で「市」の自治体も「町」と表記している場合があることを補足しておく。

自治体紋章図案の懸賞募集

　近藤は「各種紋章を通覧して」と題し，編者の視点から自治体紋章を総評した。そして，紋章図案を以

下のように「手段」「由来」「模様」の三つの視点で系統立てた13。

其一　手段　第一　懸賞募集　第二　個人の考案　第三　団体的の立案

其二　由来　第一　旧藩主の紋章　第二　新規の作製　第三　右二者の折衷

其三　模様　第一　文字の組合せ　第二　物品の標出　第三　右二者の混淆

　ここで注目すべき点は，「懸賞募集」が手段の第一項目に挙げられたことである。『都市の紋章』は大正

初期の出版であるが，「近頃紋章を定める自治体は大概懸賞募集の方法を取って居る様だ14」とあり，自

治体紋章誕生から20年余りで図案公募が定着してきたことが窺える。大都市が図案公募を実施したこ

とは，少なからずそうした大勢に影響を与えていたといえる。

　1891（明治24）年，京都市は懸賞募集によって自治体紋章の図案を採択した。この分野における図案

の公募は京都市（図1-10）が最古の事例とされ，「市章の公募計画は，日本の都市として極めて卒先〔マ

マ〕した試みであった15」と評されている。その選考過程は図案の発表とともに新聞記事で公表された。

そこには，「委員の選抜せし廿種の図案に就き一々点数を付し平均点の最多きものを取ることとし点数の

投票を行いし処（中略）最高点にて之を採用する16」と記載され，図案決定までの過程は，平成の時代に

行われた内容と大差はなかったと見られる。図案考案者が大阪府の福本甕男であったことから，応募資

格は少なくとも地域住民だけに限定されたものではなかった。なお，賞金には十円が贈られた。

　当時は，まだ行政情報を発信する広報誌が存在しなかった時代であり，一般大衆に懸賞募集を周知さ

せるために新聞社が担った役割は大きかった。能代港町（図1-11）では，地域紙を発行していた北羽新

報社が主催となり，懸賞募集を主導した。審査委員は同新聞社，町長，学校長，町有志等によって構成さ

れ，1914（大正３）年，町民考案の図案に決定した。人口２万人の地方都市でも，こうした町を挙げて紋

章制定に取り組む姿があり，自治体紋章の全国的な広がりが確認できる。

　近藤は，自治体紋章が「多くの人の知識を借りて快よく制定すべき性質を持って居る」とし，「公衆に布

告」して多くの図案を審査することは一つの手段であると述べた17。また，良い図案を作る上で「歓迎す

べき現象だ」と肯定している18。こうした図案の公募は，大正期にはポスターや雑誌の表紙をはじめ，着

物や建築図面，切手など多岐に渡る分野で既に市民権を得たものとなっていた。特に紋章図案について

は，特殊な技能を持たずとも応募できる分野であり，ある種，娯楽的要素も内包していたといえる。

　ただし，明治時代の自治体紋章公募は，自治体が想定したように順調に展開したわけではなかった。

明治に制定された大阪市（図1-12），名古屋市（図1-13），神戸市（図1-14）の各自治体紋章は，「懸賞

募集」を実施したものの応募図案からの決定には至らなかった。大阪市の場合，一旦は大阪朝日新聞紙

上において，大阪天満宮の梅鉢紋に因んだと思しき「多分之に決するならん19」図案が公開されたが，そ

れにも関わらず立ち消えになった。再び調査委員会による紆余曲折があり，大阪市は最終的に水路を意

味する澪標紋に決定した。名古屋市についても，尾張徳川家の合印に用いられた丸八の紋を襲用するこ

ととなり，神戸市のみが，市長に一任された結果，扇港（神戸港）の呼び名に因んだ独自の図案を採用し

た。大阪市が1894（明治27），名古屋市と神戸市が1907（明治40）年の制定であった。

　次に挙げる2例は，図案の最終選考過程において東京美術学校が関わった事例である。1906（明治

39）年制定の津市（図1-15），1909（明治42）年制定の福岡市（図1-6）は，それぞれ最終決定を東京

美術学校図案科，同校「教諭和田榮作氏外二氏20」に一任した。津市の図案考案者・森田庄三郎は後に，

津市におぼろタオル会社を設立した実業家であった。また，福岡市の全国募集に対しては応募案が

1,000点を超えたように，世間の関心の高さが窺えた。東京美術学校という図案教育の最前線にあった

機関が評価を下したことから，自治体紋章図案の指針となり，他の自治体にも影響を与えたであろうこと

は想像に難くない。

　なお，『都市の紋章』に掲載された93の紋章から公募を確認できたものは，取り上げた京都市をはじ

め，岡山市，米沢市，静岡市等を含む15市町である。ここから「昭和の大合併」に向けて図案公募方式は

隆盛し，自治体紋章制定のより一般的な過程になっていった。

自治体紋章図案の考案者

　次に，「第二 個人の考案」「第三 団体的の立案」と「手段」の他の項目についても考察する。まず，『都市

の紋章』を資料に，自治体紋章の図案考案者について整理する。なお，「其二 由来」「其三 模様」の項目は，

自治体紋章図案の構成とともに第２章で詳述する主題である。

　懸賞募集を除くと，図案の考案者は市町村の行政機関に従事する者によって多くの図案が考案されて

おり，その内訳は首長が８例，吏員・書記・参事委員で５例，市会・町役場の立案が３例，紋章委員によ

るものが２例である。紋章の選定機関が地方行政機関であるため，特別な記載がないものは，同様に役

場や委員によって考案されたと見るのが妥当である。中でも，時の市長・町長らが図案を手掛けていた事

例が幾つもあり，自治体紋章の制定が地方自治において肝要な位置づけであったことが窺える。例えば

旭川町（図1-16）は，町長奥田千春による考案21であるが，図案制定の契機が「東宮行啓記念」であった。

町長自らが考案することによって，記念性をより高める効果があったと見られる。

　行政機関の従事者以外では，教員・校長，技師，画家，図案家，住職，工学博士，物産陳列館長等の肩

書きを持つ地域に関連する人物や有志が図案を手がけていた。

　新潟市（図1-17）の考案者，新潟県物産陳列館長・長谷川鋓之允は，東京工業学校工業教員養成所

本科工業図案科の卒業生である22。長谷川は工業技師として新潟県に着任しているが，生まれは島根県

であり，土着の人物ではない。陳列館は総則において，「本県当業者ノ産業上必要ナル図案調製ノ依頼ニ

応スルコト」を一つの機能として位置づけている23。この場合の図案は工業図案を指すが，地域産業発展

の観点から，市の紋章にも地域性の演出を加えることが期待されての人選と推測できる。

　新潟市の事例を含め，画家，図案家，技師らが紋章制作を担ったのは，技能的な面への習熟が一つの

決め手になっていたといえる。画家では，やはり松山市出身の下村為山が，松山市の図案（図1-18）を考

案した。校長・住職は地域の歴史や文化に深い造詣もあり，地域を統べる人物でもあったといえ，自治体

紋章を考案するのに適した人選であった。

　また，都城町（図1-19）の考案者，工学博士・須田利信は造船技術者であり，日本郵船会社の副社長

を務めた人物である。財界人として多くの書籍にも取り上げられた人物であり，そのような地元出身の名

士に図案考案を依託することで，紋章に一種の権威づけを施し，市民の容認も得やすくしたものと見ら

れる。

　『都市の紋章』には未収録であるが，同時期の1907（明治40）年に制定された宇治山田市（図1-20）

の紋章は，東京美術学校図案科教授を務めた福地復一が手がけた24。さらに1917（大正６）年制定の福

山市（図1-21）では，建築家武田五一が公募の審査を担当した25。また，図案の考案者は，京都高等工芸

学校助教授の職に就いていた間部時雄であった26。このように，当時デザイン教育の最中にあった人物

たちが自治体紋章の制定に携わっていたが，両市は福地，武田それぞれの出身地である。図案を請け負っ

た人物たちは，郷土のデザインであったからこそ，郷土への思いを図案に投影していたといえる。

　このように自治体紋章が社会に浸透し，図案に対する概念が一般化する過程において，紋章図案の考

案はその土地に精通したものたちの手によって創成されてきた一面があった。このことは，地域性を表出

する動機の内，「郷土愛」という最も根源的な部分が自治体紋章成立の背景に存在したことを表している。

　内務省地方局・平井良成の弁に「市町村の形式的方法として一の紋章を制定するときは市町村住民は

自己の属する市町村の紋章を視るとき胸中には必ず市町村なる観念を生じる27」とある。また，「市町村の

紋章が其住民の胸中に市町村なるものの写出の標目となる28」とした。自治体紋章に対して，市町村の観

念と地方自治の精神を視覚的に補完する役割を期待し，また，それを担うものとして推奨していたことが

見て取れる。そうした自治体紋章の存在意義をどのように捉えたのかという点で，各自治体の考案の手段

を知ることは重要である。特に「昭和の大合併」以降では図案公募が主体となるため，図案考案者の選定

は，自治体紋章黎明期である明治・大正期の特徴的事象といえる。その人選は，自治体紋章成立の根幹

に影響を与え，その後の発展に向けた指針を形作るものであった。

　地方自治の萌芽とともに，社会的なデザインとして，自治体紋章はその役割を担ってきた。その図案が

果してきた役割や用途は，平成期に至るまで，根本的な部分での大きな変化は生じていない。しかしなが

ら，自治体紋章図案の観点からは，転換期を迎えているのが平成期のデザインである。まず，それらを概

観することで，本論文の方向性を明確にする。

1-3. 平成期の自治体紋章

平成期自治体紋章の概説

　自治体紋章を新しく制定する一つの契機は，市町村合併であり自治体名の変更である。1999（平成

11）年４月１日に，兵庫県篠山市が多気郡４町の合併により誕生した。これが，日本で３度目の大規模市

町村合併となった「平成の大合併」の起点となる。以後，2006（平成17）年を最盛期とし，市町村の総数

は1,718（平成28年10月10日現在）まで減少した。地域住民にとって，市町村合併による大きな変化

の一つが自治体名称の変更である。1950 年代をピークとした「昭和の大合併」からは，新自治体名の公

募が実施されるようになった。この命名が発端となって，自治体合併に至らないケースも起こり，それは

平成期でも繰り返された地域住民のアイデンティティやルーツに関わる重要な争点であった。

　ここで平成期に制定された図案を概観し，自治体紋章の現況について論じる。平成の合併によって制

作された新自治体紋章は，全国で424例を数える。これは現在の市町村の４分の１の数に当てはまる。

都道府県別に見ると，鹿児島県が最多で20例，大阪府，神奈川県は新規の図案はなく，東京都は１例の

みである。町制から市制へ移行した自治体や，小さな町や村が市に編入され，元の市名を継続するような

場合は，新規の紋章制定に至らないケースもある。そのため，単純に合併数に比例して，新市章が誕生し

たわけではない。

　平成期の図案は，公募による選定が一般的である。その募集要項においては，特に色数について，通常，

地色を含めた４色以内と規定される。グラデーション表現が採用されないため，多色展開による図案の
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来像がそのまま募集要項に記載される形になるが，抽象的で漠然とした言葉からイメージされる自治体

紋章は，汎用的な意匠となりやすい。また，普遍的な自然をコンセプトに描くことが必然的に増加し，全

国的な傾向として，他の自治体で採用されても大差ないような事例が数多く登場することになった。昭和

の大合併においても，同様に大量の図案が同時期に制定されたため，画一化した図案が散見された。こ

こに，公募形式の弊害が浮かび上がっている。

　平成期に制定された424例の図案について，公開された図案考案者の情報を整理した結果，複数の自

治体紋章をデザインした人物が少なくとも28名に上ることが分かった33。３例以上が13名，最大一人で

9例をデザインした人物もいる。昭和期にも同様に複数の自治体紋章が同一人物によって手掛けられて

きたが，全体数の関係上，平成期の方がその影響は大きい。デザイナーの造形スタイルが反映されること

で，自治体紋章全体に均質な印象をもたらす一つの要因になっている。先例に倣う形での定型化した公

募方法は，図案選考にも画一的な評価基準をもたらす。流行の図案として，型にはまった図案を評価し選

択するかどうかは，各市町村のスタンスの分かれるところであろう。

図案のカラー展開

　鹿児島県の20例についてカラー展開を確認すると，２色展開による事例が４例，３色展開による事例

が16例となり，実にその８割が３色の構成を採用している。図案にカラー面の重なりを適用すると，紋章

を単色利用する際に境界が不明瞭になってしまい，図案のイメージが異なって見える可能性がある。従っ

て，紋章内で個々のパーツが重なり合わないように配置される傾向は強い。「小円」のイメージでも触れ

たように，太陽は一つのメインモチーフとなっているが，そのイメージをカラー変換すると，「赤」「橙」「黄」

の暖色系統に定まってくる。そうしたカラーイメージの特性を利用することで，モチーフを具象化せず，カ

ラーによるイメージ化を意図した図案になる。

　その一方で，色ごとに図案の要素が分離しているため，各色の面積の比率が比較的均等に割り振られ

ている。また，要素の形状と色の関連性が低く，同一形状の塗り分け等も見られる。自治体を象徴するカ

ラーが複数になることで，色によるアイデンティティが分散した印象になっていないかという点が指摘で

きる。暖色の「小円」がアクセントカラーとして使用されている点も，図案が一様化する一つの要因である。

　このカラー展開が導入されたことが，昭和期までの自治体紋章との最大の違いの一つになる。平成期

の自治体紋章424例の色数を調査した結果，３色が208例，２色が150例，１色が65例，加えて４色が

１例である。3色展開だけで49.1%になり，圧倒的に多色図案が占めている（図1-26）。昭和期までの自

治体紋章にも２色展開，３色展開は皆無ではなかったが，全体に占める割合は僅かであり，基本的には

単色の展開を想定した構成になっている。赤を主体とする太陽のイメージ，青系統のカラーで表現される

空や水に関連するイメージ，緑系統のカラーで表現される山や森，大地，田園などの自然イメージと図案

が多色展開になったことで，赤・青・緑を中心とした３色展開が固定化する傾向にある。鹿児島県の事例

だけでも，暖色系・青系・緑系の３色による組み合わせで構成された図案が7例数えられる。図案の形状

に加え，カラーイメージも似通った展開例が多く採用されることで，フォーマット化した量産型デザイン

となっている感は否めない。

自治体紋章の存在意義

　型にはまった表現がある一方で，平成期図案の潮流に乗らなかった自治体がある。津和野町（島根県）

は，同町出身の画家・安野光雅がデザインを手掛けた（図1-27）。町章は曲尺と巴によって，石見地方の

「石」が描かれ，「日本の伝統的な意匠である家紋風34」のデザインに仕上げられている。カラーは黒一色

で，純日本的な趣きを一層，演出している。自治体紋章の原点に戻ったような展開は，象徴としてあるべ

き姿を問い直す試みであった。この事例では，「歴史と文化の薫る日本のふるさと」と表する津和野町の

雰囲気を伝えるために，最適な方法を選択したといえる。町と一体感があり，相互作用をもたらすような

表現は，自治体紋章の象徴性を高めてくれる。

　近年では，自治体紋章に対し，新しいコミュニケーションシンボルを導入する自治体が増加している。

自治体紋章の使用実態について，引き続き鹿児島県を事例に，現行の県内43市町村のウェブサイトを確

認した。その結果，9市町村で自治体紋章と異なるシンボルマークが主として取り扱われていた。全て，昭

和期までに制定された自治体紋章を保有する自治体である。

　鹿屋市は「かのやブランド創出プラン」に基づくシンボルマークの制定で，「かのやブランドロゴマーク」

としてブランド確立に向けた情報発信に活用されている（図1-28）。また，西之表市は市制施行50周年

記念を契機に制定され，市をPRし，市内外に対するイメージ発信に対応するマークである（図1-29）。

西之表市におけるシンボルマークと市章との使途の違いを見ると，市章は「本市を象徴するものとして，

公式行事や表彰状，委嘱状などに使用35」すると指定されている。両市とも，地域発信を強化する目的で

新たなシンボルマークをメインシンボルに掲げている。従来の市章の役割では，PRの側面を支持するに

至らず，マーク間の棲み分けが前提になっている。ただし，都市の全国的な知名度や自治体紋章の浸透

率に左右されるといえ，無計画にシンボルマークを増やしても焦点がぼやけてしまうため，導入には明確

な目的が必要である。

　そうした状況下にあって，今後，自治体紋章は旧来の役割に留まることなく，自治体が求めるコミュニ

ケーションシンボルとしての役割を兼ね備えたもの，またはよりコミュニケーションに重点を置いたデザ

インへと移行する可能性がある。ツルを具象的に図案化した出水市の市章デザインは，そうした方向性に

準ずる一例といえる（図1-30）。出水市は，「鹿児島県のツルおよびその渡来地」として特別天然記念物に

指定されており，観光資源としてもツルの存在をPRする意図が見える。図案の型は，円形を基調とした

紋の体裁を踏襲するものであるが，地抜きの表現を採用することで色面のカラーが映える構成になって

いる。

　このように一部では，新時代の自治体紋章を模索する動きが見られる。しかし，自治体紋章の存在意

義が問われる情勢にある中，平成期の図案は規格化された造形表現の枠に収まり，個性の埋没を看過す

る風潮があった。図案のデザインは時代を映し，自治体と自治体紋章の関係性，自治体紋章の社会にお

ける在り方について，潜在的に問題提起を繰り返しているのである。

1-4. 自治体紋章研究の目的
　「平成の大合併」以降，自治体紋章図案の転換期を迎えたというのは，昭和期までに制定された大量の

自治体紋章が姿を消し，新旧の図案が入リ混じった状態であることと，デザイン面での転換の意味を含

んだ。そのため，平成期の紋章とそれ以前の紋章とを比較研究するためには，明治期から昭和期までを

一連の大きな纏まりとして解し，自治体紋章の歴史を明らかにする必要がある。

　そうした背景から，本論文では明治期から昭和期の間で制定された自治体紋章を研究対象に，造形的

観点から図案の変遷を辿る。各時代に表れた傾向や特徴から造形方法を抽出するとともに，その表現に

見る時代的特性を明らかにすることを研究目的とし，日本のグラフィックデザイン史におけるマークデザ

インの一系譜として，自治体紋章図案を考察したい。各地方自治体がその制定に込めた思いも含め，表

舞台から消えた大量の自治体紋章を過去の遺産の如く，日の目を見ない状況に置くことは，図案研究の

側面からも損失に他ならないと考える。

　自治体紋章は，市町村大合併の度に全国規模で同時多発的に，且つ目的を同じくしてデザインされて

きた。このことは，図案の比較対照を可能とし，時代の変遷に沿った図案研究資料としての有用性を示唆

するものである。

　また，地域活性化，地方創生が唱えられる昨今の社会状況において，新しいコミュニケーションシンボ

ルの導入を図る自治体が増加し，自治体紋章の在り方自体が問われる時機に差し掛かっているのではな

いだろうか。一方で，平成期の自治体紋章図案については，デザインの観点から特徴的な変化を見せた

が，そのコンセプトを含め，やや画一化した方向へ進み，均質な印象を与える。また，自治体に特化した

シンボルマークとして，自治体紋章ならではの造形表現が追究されることなく，一般的なシンボルマーク

と大差ないデザインに落ち着いているという見方もできる。本論文は，自治体紋章の原点とこれまでの歴

史を紐解き，自治体紋章の図案に焦点を当てる。造形の時代性は，図案のモチーフにも投影されることに

なる。社会状況を勘案しても，「地域性」というキーワードは，これからの自治体紋章の進展に必要な要素

となるだろう。地域を表象するデザインの先例として，自治体紋章を見直す価値は十分に見出せる。

注

１　「明治の大合併」により，７万超の町村が，1889年の１年間で15,859市町村にまで減少した。

２　2016(平成28)年10月10日現在。

３　『東京朝日新聞』，1915.3.31朝刊，p.1。「此種紋章唯一の参考書にして且つ興味津々たる珍本也」。

４　近藤春夫編『都市の紋章：一名・自治体の徽章』行水社，1915，p.124。なお，本論文においては引用に際し，漢字の旧字体お

よび旧仮名遣いについては，新字体および現代仮名遣いに改めることとする。

５　能坂利雄編『日本家紋総覧』新人物往来社，1990，p.409

６　近藤前掲書，p.45

７　同上，p.23

８　同上，p.2

９　同上，p.125

10  連載104回が重複している。

11  近藤前掲書，p.139

12  近藤春夫「都市の紋章を集て」『東京朝日新聞』，1915.3.1朝刊，p.7

13  近藤前掲書，p.173

14  同上，p.174

15  「都市の紋章（1）」『市政』3(1)，1954，p.56

16  「京都市の徽章図案」『大阪朝日新聞』, 1891.10.2朝刊，p.1

17  近藤前掲書，p.174

18  同上

19  「大阪市の徽章」『大阪朝日新聞』, 1893.6.10朝刊，p.1

20  近藤前掲書，p.85。「和田榮作」 と表記されているが，後に東京美術学校の学長を務めた「和田英作」を指すと見られる。

21  「都市の紋章（3）」『市政』3(3)，1954，p.64

22  東京工業学校『東京工業學校工業教員養成所一覽. 從明治33年至明治34年』1900, p.77。本科工業図案科第三年に氏名の

記載があり、島根士と記される。『都市の紋章』では「長谷川〈鍬〉之允」と表記されているが，誤植である。

23  新潟県物産陳列館『新潟県物産陳列館. 第8年報』1910，p.1

24  「全国市政の総督者の面影：市の徽章と由来（1）」『都市公論』14(1)，1931，p.101

25  「都市の紋章（6）」『市政』3(6)，1954，p.72

26  「福山市章図案」『日本印刷界』(78)，1916，p.51

27  近藤前掲書，pp.128-129

28  同上，p.129

29  錦江町「町章・町木・町花・町歌」http://www.town.kinko.lg.jp/soshiki/1/1024.html

30  「曽於市市章」『曽於市例規集』平成17年10月5日告示第116号

31  川薩地区合併法定協議会「薩摩川内市『市章』募集要項」

http://www.gappei-archive.soumu.go.jp/db/46kago/190-satumasenndai/emblem/youkou.html

32  川辺地区合併協議会「第26回川辺地区合併協議会」

http://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/243268/www.city.minamisatsuma.lg.jp/051027/public_html/siryou

/kyougi26_siryou.pdf

33  424例中の196市町について，図案考案者を確認した。

34  「町章・町旗」『津和野町例規集』平成17年9月25日条例第１号

35  西之表市「西之表市シンボルマーク活用のご案内について」

http://www.city.nishinoomote.lg.jp/admin/soshiki/soumuka/houseibunsho/gaiyou/symbol/430.html

参考文献

国民文化協会編『事典シンボルと公式制度』国際図書，1968

近藤春夫編『都市の紋章：一名・自治体の徽章』行水社，1915

能坂利雄編『日本家紋総覧』新人物往来社，1990

自治体紋章図版出典

図1-1‒19, :近藤春夫編『都市の紋章：一名・自治体の徽章』行水社，1915

図1-20, 21：望月政治編『都章道章府章県章市章のすべて』日本出版貿易，1973

図1-22‒25, 27‒30：地方自治体ホームページ（鹿児島市，鹿屋市，枕崎市，阿久根市，西之表市，垂水市，出水市，指宿市，薩摩

川内市，日置市，曽於市，霧島市，いちき串木野市，南さつま市，志布志市，奄美市，南九州市，伊佐市，姶良市，さつま町，長島町，

湧水町，錦江町，南大隅町，肝付町，屋久島町，津和野町）


